
札幌市国民健康保険特定保健指導業務委託基準 

 

 

項目 No. 札幌市の基準 

Ⅰ 

人
員
に
関
す
る
基
準 

1 特定保健指導の業務を統括する者が、常勤の医師、保健師又は管理栄養士であること。 

2 

常勤の管理者（特定保健指導を実施する各施設において、特定保健指導に係る業務に付随する事務（施設管

理、人事管理、会計管理等を想定）の管理を行う者）が置かれていること。ただし、事務の管理上支障がな

い場合は、当該常勤の管理者は、特定保健指導を行う施設の他の職務に従事し、又は同一の敷地内にある他

の事業所、施設等における職務に従事することができるものとする。 

3 

動機付け支援又は積極的支援において、初回の面接、特定保健指導の対象者の行動目標及び行動計画の作成

並びに当該行動計画の実績評価を行う者は、医師、保健師、管理栄養士又は一定の保健指導実務経験のある

看護師＊1であること。 

4 
動機付け支援又は積極的支援において、対象者ごとに統括的な責任を持つ医師、保健師、管理栄養士又は一

定の保健指導実務経験のある看護師が決められていること。 

5 

動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、対象者に対する食生活に関する実践的指導は、医師、保

健師、管理栄養士、一定の保健指導実務経験のある看護師又は実践的指導実施者告示＊2第１に規定する「食

生活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者」＊3により提供されること。 

6 

動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、対象者に対する運動に関する実践的指導は、医師、保健

師、管理栄養士、一定の保健指導実務経験のある看護師又は実践的指導実施者告示第２に規定する「運動指

導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者」＊3により提供されること。 

なお、運動施設通所型として実施する積極的支援のプログラムにおいては、対象者に対する運動に関する実

践的指導は、健康運動指導士又は実践的指導実施者告示第２に定める運動指導担当者研修を受講した医師、

歯科医師、保健師、助産師、看護師、准看護師、管理栄養士、理学療法士、薬剤師により提供されること。 

7 

特定保健指導実施者は、国、地方公共団体、医療保険者、日本医師会、日本看護協会、日本栄養士会等が実

施する一定の研修を修了していること。修了していない場合は、札幌市が実施する研修を受ける体制を構築

すること。 

8 
特定保健指導の対象者が治療中の場合には、統括的な責任を持つ者が必要に応じて当該対象者の主治医と連

携を図ること。 

Ⅱ 

施設、設備等

に 

関
す
る
基
準 

1 特定保健指導を適切に実施するために必要な施設及び設備等を有していること。 

2 個別支援を行う際に、対象者のプライバシーが十分に保護される施設及び設備等が確保されていること。 

3 

運動に関する実践的指導を行う場合には、運動前に身体活動によるリスクの評価等を行う体制や、救急時に

おける応急処置のための体制が整っていること。 

なお、運動施設通所型において運動に関する実践的指導を行う場合には、有酸素運動及び筋力強化運動等の

補強運動が安全に行える設備を有していること。 

4 
健康増進法第 25 条に規定する受動喫煙の防止措置が講じられていること（医療機関においては、患者の特性

に配慮すること。）。 

Ⅲ 

特
定
保
健
指
導
の
内
容
に 

関
す
る
基
準 

1 

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第 7 条第 1 項及び第 8 条第 1 項の規定に基づき厚生労働

大臣が定める特定保健指導の実施方法に準拠したものであり、科学的根拠に基づくとともに、特定保健指導

の対象者の特性並びに地域及び職域の特性を考慮したものであること。 

2 
具体的な動機付け支援又は積極的支援のプログラムは、保険者に提示され、保険者の了解が得られたもので

あること。 

3 最新の知見及び情報に基づいた支援のための材料、学習教材等を用いるように取り組むこと。 

4 個別支援を行う場合は、特定保健指導の対象者のプライバシーが十分に保護される場所で行われること。 

5 
委託契約の期間中に、特定保健指導を行った対象者から当該特定保健指導の内容について相談があった場合

は、相談に応じること。 

6 
特定保健指導の対象者のうち特定保健指導を受けなかった者又は特定保健指導を中断した者に対しては、特

定保健指導の対象者本人の意思に基づいた適切かつ積極的な対応を図ること。 

別表 



項目 No. 札幌市の基準 

Ⅳ 

記
録
等
の
情
報
の 

取
扱
に
関
す
る
基
準 

1 
特定保健指導に関する電磁的記録を速やかに作成し、審査支払代行機関を通じて、保険者に安全かつ速やか

に提出すること。 

2 

特定保健指導に関する記録（アセスメント、具体的な指導の内容、フォローの状況等）は、特定保健指導に

用いた帳票（詳細な質問票等）とあわせて適切に保存し、管理すること。また、保存期間は 5 年とし、医療

情報の安全管理（組織的、物理的、技術的、人的な安全対策等）を徹底すること。 

3 高齢者の医療の確保に関する法律第 30 条に規定する秘密保持義務を遵守すること。 

4 個人情報の保護に関する法律およびこれに基づくガイドライン等を遵守すること。 

5 
インターネットを利用した支援を行う場合には、医療情報の安全管理を徹底し、外部への情報漏洩、不正ア

クセス、コンピュータ・ウイルスの侵入等を防止する規程を定めていること。 

Ⅴ 

運
営
等
に
関
す
る
基
準 

1 業務の実施内容及び実施手順について、マニュアルを整備していること。 

2 
特定保健指導の利用が容易になるよう、土日もしくは祝日又は夜間に特定保健指導を実施するなど、利用者

の利便性に配慮し、特定保健指導の実施率を上げるよう取り組むこと。 

3 
保険者の求めに応じ、保険者が特定保健指導の実施状況を確認する上で必要な資料の提出等を速やかに行う

こと。 

4 
特定保健指導を行う際に、商品等の勧誘、販売等を行わないこと。また、特定保健指導を行う地位を利用し

た不当な推奨、販売（商品等を特定保健指導の対象者の誤解を招く方法で勧めること等）等を行わないこと。 

5 

特定保健指導実施者に必要な研修（最新の知識に関する教育、保健指導技術に関する教育等）を定期的に行

うこと等により、当該実施者の資質の向上に努めること。また、特定保健指導実施者のすべてが研修に参加

できるように配慮すること。 

6 特定保健指導を適切かつ継続的に実施することができる財務基盤を有すること。 

7 

運営についての重要事項として次に掲げる事項を記した規程を定め、当該規程の概要を、保険者及び特定保

健指導の利用者が容易に確認できる方法（ホームページ上での掲載等）により、幅広く周知すること。 

・事業の目的及び運営の方針           ・統括者の氏名及び職種 

・従業員の職種、員数及び職務の内容       ・特定保健指導の実施日及び実施時間 

・特定保健指導の内容及び価格その他の費用の額   ・事業の実施地域 

・緊急時における対応              ・その他運営に関する重要事項 

8 
特定保健指導実施者に身分を証する書類を携行させ、特定保健指導の利用者等から求められたときは、これ

を提示すること。 

9 
特定保健指導実施者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うとともに、特定保健指導を行う施

設の設備及び備品等について衛生的な管理を行うこと。 

10 虚偽又は誇大な広告を行わないこと。 

11 

特定保健指導の利用者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置

する等の必要な措置を講じるとともに、対応窓口を委託者及び利用者等に明示し、苦情を受け付けた場合に

は、対応担当者がその内容等を記録し保存すること。 

12 従業者及び会計に関する諸記録を整備すること。 

※上記の委託基準は、厚生労働省が定める特定保健指導の外部委託に関する基準（平成 25 年厚生労働省告示第 92 号第 2）に基

づいて設定しておりますが、Ｎｏ.が網掛けの項目は、札幌市が同基準を基に、より具体的な内容としております。 

＊1「一定の保健指導実務経験のある看護師」とあるのは、平成 20 年 4 月現在において 1 年以上（必ずしも継続した 1 年間であ

る必要はない）、保険者が保健事業として実施する生活習慣病予防に関する相談及び教育の業務、又は事業主が労働者に対し

て実施する生活習慣病予防に関する相談及び教育の業務に従事した経験を有する看護師を指します。詳細は、「特定健康診査・

特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第 4 版）」「2-9-1 実施者」をご参照ください。 

＊2「実践的指導実施者告示」とあるのは、「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第 7 条第 1 項第 2 号及び第 8 条

第 1 項第 2 号の規定に基づき厚生労働大臣が定める食生活の改善指導又は運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると

認められる者」（平成 20 年厚生労働省告示第 10 号）を指します。 

＊3「食生活改善/運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者」の具体的な内容は、「令和６年度以降におけ

る特定健康診査及び特定保健指導の実施並びに健診実施機関等により作成された記録の取扱について」（令和 5 年 3 月 31 日付

け厚生労働省健康局長・保険局長連名通知）中の第三「３ 食生活改善又は運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると

認められる者について」をご確認ください。 


